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❶ 地域防災計画とは

（１） 地域防災計画改定の経緯と背景

（２） 近年の関連法令・上位計画の主な改正等

１

今回の北区地域防災計画の改定では、最終改定（平成３０年３月）以降の国や東京都等の上位計画及び
関係法令等との整合を図るほか、感染症対策や多様な視点を踏まえた避難所運営、分散避難等の対応を
行っています。また、大規模水害を想定した避難行動の基本方針等、風水害対策に関連する区の取組みを
反映し、より実効性の高い計画へ改定しました。

図 改定の流れ

図 主な災害、関係法令、上位計画と区計画の関連性の整理

近年の主な法令改正や東京都地域防災計画の改正状況は、以下のとおりです。

防災基本
計画

東京都
地域防災計画

被害想定等

東京都北区
地域防災計画

各種災害

社会リスク

災害対策基本法

その他防災関連の
法律（水防法）等

社会動向 国の取組み 東京都の取組み 北区の取組み
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❶ 地域防災計画とは

（３） 計画の目的

（４） 計画の位置づけと基本理念

２

防災基本計画

東京都地域防災計画

災
害
対
策
基
本
法

関
係
機
関

各種計画実施マニュアル
（職員行動マニュアル等）

根拠

意見

資料

提供

国

東京都

北区地域防災計画
【防災会議】

北区

個別計画
（業務継続計画等）

東京都北区地域防災計画は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）の規定に基づき、東京都北
区防災会議が策定する計画です。北区、防災関係機関、事業者、自主防災組織及び区民が総力を結集して、
各主体の能力を十全に発揮し、連携を図ることにより、「自助」「共助」「公助」を実現し、区民の生命、
身体及び財産を自然災害から保護することを目的としています。

自助

公助共助

図 「自助」「共助」「公助」の実現による地域防災力の向上

図 上位計画等と北区地域防災計画の関係

この計画は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）に定める範囲で、北区の自然的条件及び過
去の教訓を生かし、あらゆる自然災害に対処する総合計画であり、北区や東京都、防災関係機関の責任を
明確化し、各施策を有機的に結合した計画になっています。

地震等による災害から一人でも多くの生命及び貴重な財産を守るためには、第一に「自らの生命は自ら
が守る」という自助の考え方、第二に区民及び事業者が地域の中で相互に助け合うことによって「自分た
ちのまちは自分たちで守る」という共助の考え方、第三に区民、事業者と公助の役割を果たす行政とが、
それぞれの責務と役割を明らかにしたうえで、連携を図っていくという考え方を基本理念とします。



❶ 地域防災計画とは

（５） 計画の構成

３

震災対策編

【第１部 総則】
・首都直下地震等の被害想定
・被害軽減とくらし・まちの再生に向けた目標(減災目標)等

【第２部 施策ごとの具体的対策】
・平常時に行う予防対策、事前対策
・発災直後からの応急対策、復旧対策 等

【第３部 災害復興計画】
・震災復興の基本的な考え方
・震災復興本部 ・震災復興計画の策定 等

風水害対策編

【第１部 総則】
・計画の方針
・北区の概況と水害履歴、河川等の概要等

【第２部 施策ごとの具体的対策】
・平常時に行う予防対策、事前対策等

【第３部 災害復興計画】
・風水害発生後における区の本部体制
・区及び防災機関等がとるべき応急対策、復旧対策等

資料編

震災対策編と風水害対策編に関する図表等をとりまとめ

本計画は、震災対策編、風水害対策編、資料編の３編で構成されており、それぞれの編において、
平常時に行う予防・事前対策、発災以後の応急対策、復旧・復興について規定しています。



❷ 震災により想定される被害、減災目標

（１） 北区の被害想定

①震災

４

北区は、荒川をはじめ、複数の河川が流れており、概ね東側の低地部において河川氾濫が想定されます。

一級河川荒川が氾濫した場合、約２０万人が居住する低地部に大規模な水害をもたらす可能性があり、
場所によっては、水位が１０ｍ以上に達し、２週間以上水が引かないことが想定されます。

②河川氾濫

④土砂災害
北区で発生するおそれのある土砂災害は、急傾斜

地の崩壊（がけ崩れ）で、主に台地と低地の境目に
分布しています。土砂災害警戒区域が９５箇所、土
砂災害特別警戒区域が７１箇所指定されており、長
雨や大雨により地盤が緩むことで、災害発生が懸念
されます。

東京都は、東日本大震災を踏まえ策
定した被害想定を１０年ぶりに見直し、
新たな被害想定（令和４年５月）を公
表しました。

北区では、区全域で、震度６弱～震
度６強の地震予想されています。特に、
木造住宅密集地域が分布している十条、
志茂、西ケ原などでは、建物の倒壊や
火災などの被害が想定されます。

③高潮

台風や発達した低気圧の通過時、海水面（潮
位）が大きく上昇することがあり、これにより高
潮が発生します。東京湾沿岸（東京都区間）にお
ける高潮の影響により河川が氾濫した場合、５ｍ
以上浸水するエリアがあり、１週間以上水が引か
ないことが想定されます。

図 想定震度

図 北区における被害想定



❷ 震災により想定される被害、減災目標

（３） 被害を軽減するための施策（３つの視点と分野横断的な視点）

５

（２） 減災目標の設定

２０３０年度(令和１２年度)までに、
首都直下地震等による人的・物的被害を概ね半減する。

北区では、これまで、東京都地域防災計画及び北区地域防災計画に基づき、被害を軽減する減災の観点
と早期の復旧・復興対策の着手という観点から、減災目標の名称を「被害軽減とくらし・まちの再生に向
けた目標」と設定し、災害対策を推進してきました。

この度、「東京都地域防災計画（令和５年５月）」において、「減災目標」と「目標を達成するための
施策」等が示されましたので、北区においても、この減災目標等の達成に向けて取り組んでいきます。

NO ３つの視点 視点の考え方

１
家庭や地域における防災・減災対
策の推進

一人ひとりの防災・減災対策に加え、町会、自治会、ボラ
ンティア等が連携し、地域の総力を結集して防災力を高め
ていく

２ 区民の生命を守る応急体制の強化
業務継続体制の確実な確保や都市基盤の早期回復などによ
り、区民の生命を守り抜く

３
すべての被災者の安全で質の高い
生活環境と早期の日常生活の回復

居住形態の変化等も踏まえ、被災者の生活環境の質を高め
るとともに、区民一人ひとりの日常を一日も早く取り戻す

NO 分野横断的な視点 視点の考え方

１ ハード対策
すべての防災・減災対策の前提となる「強靭なまちづく
り」の加速化

２ 多様な視点に配慮
被災経験や被災地支援の教訓を活かし、女性や要配慮者な
ど多様な視点を防災対策に反映

３ 防災DXの推進 防災対策の実効性を高め、加速化するツールとしての「防
災DX」を積極的に推進

４ 人口構造
若い世代の減少や「高齢者の高齢化」など、今後の人口構
造の変化も踏まえた対策を推進

減災目標の達成指標例

表 分野横断的な視点

表 ３つの視点

例１

例２

自助の備えを講じている区民の割合：１００％

家具類の転倒・落下・移動防止対策：７５％

各種媒体を活用し、区民が自ら考え、各家庭における備蓄などの防災対策が万全に
なる取組を推進

各種普及啓発ツールの活用などにより、家具類の転倒防止等対策を促進



（１） 改定の主な項目

６

❸ 地域防災計画 令和５年度改定にあたって

図 災害情報システムのイメージ図

①災害対応のデジタル化の推進

新たな災害情報システム等の導入
(1) 区は、災害時における情報共有の円滑化・正確化を図るため、新しい災害情報システムの導入によ
る情報の一元管理について検討し、防災のDXを推進する。
(2) 区は、物資調達、避難所管理、被害及び対応状況記録、人員管理その他の災害対応業務に係る報告、
連絡及び記録方式について、デジタル化を推進し、電力復旧後における業務の効率化・正確化を図る。

新設
【震災対策編第２部第６章Ｐ２１２、Ｐ２１３、Ｐ２２１等】

① 災害対応のデジタル化の推進

② 風水害対策の強化

③ 災害種別による避難対策・体制の明確化

④ 多様性に配慮した防災対策

⑤ 感染症に対応した避難所運営等

⑥ その他の災害対策・複合災害への対応

今回の改正では、社会環境の変化、法令・上位計画の改正、これまでの災害対応における成果と課題等
を踏まえ、主に以下の点について改定しています。

震災対策編第２部第６章 Ｐ２１２、２１３、２２１等

風水害対策編第１部第１章Ｐ６、第２部第１章 P１１９、第３章Ｐ５４～５９、
第３部第１章Ｐ７１～７９等

震災対策編第２部第５章Ｐ１８３～１９５、第９章Ｐ３００、
風水害対策編第２部第３章Ｐ５３等

震災対策編第２部第９章Ｐ３１０、３２０、３２３～３２７、第８章Ｐ２８０、２９２等

震災対策編第２部第９章Ｐ３０８～３０９、３２３～３２４等

震災対策編第１部第４章、第２部第１４章

庁内における情報共有・意思決定を高速化し、円滑な災害対応を実現するため、災害情報を一元管理
できる新しい災害情報システム等を導入しました。



（１） 改定の主な項目

②風水害対策の強化

７

❸ 地域防災計画 令和５年度改定にあたって

ア 避難情報の見直し 変更
【風水害対策編第３部第５章 P１１９等】

図 避難情報の見直し（内閣府）

区民へ周知する避難情報について、「避難勧告」を廃止して「避難指示」に一本化するなど、災害対
策基本法の改正に基づく見直しを行いました。また、北区独自の避難情報として、荒川氾濫が想定さ
れる場合に、体の不自由な方等の避難開始を発令する「要支援者避難開始」を設けています。

警戒
レベル

避難情報

１ 早期注意情報

２ 大雨・洪水・高潮注意報

３ 高齢者等避難

４ 避難指示

５ 緊急安全確保

避難情報に基づいて避難

警戒
レベル

避難情報

１ 早期注意情報

２ 大雨・洪水・高潮注意報

― 要支援者避難開始

３ 高齢者等避難

４ 避難指示

５ 緊急安全確保

【荒川氾濫が想定される場合の避難情報】 【石神井川氾濫・土砂災害が想定される場合の避難情報】



（１） 改定の主な項目

②風水害対策の強化

８

❸ 地域防災計画 令和５年度改定にあたって

イ 体制の見直し

区における風水害への対応の流れについて、災害規模に応じて、「Ａ．荒川の氾濫を想定した場合」と
「Ｂ．石神井川の氾濫・土砂災害を想定した場合」の２種類に見直しを行いました。

変更
【風水害対策編第３部第１章Ｐ７１～７９等】

Ａ

荒
川
の
氾
濫
を
想
定
し
た
場
合

Ｂ

石
神
井
川
の
氾
濫
・
土
砂
災
害
を
想
定
し
た
場
合

ポイント１
ＡＢともに、各体制
や本部を設置する要
件を明確化しました。

ポイント２
災害の発生頻度を踏
まえ、災害対策本部
の設置前に、区民の
避難対策を検討する
「水害対策準備本
部」を新設しました。



（１） 改定の主な項目

②風水害対策の強化

９

❸ 地域防災計画 令和５年度改定にあたって

ウ 避難行動方針の策定

表 風水害時における避難先等の分類

大規模水害（荒川氾濫等）時における避難行動や区の支援の方向性を定めるため、令和２(２０２０)年
３月に「大規模水害を想定した避難行動の基本方針」を策定しました。
また、令和４(２０２２)年１２月には、自力での高台避難が困難な方に対する支援の体制等を整備する
ため、「北区大規模水害避難行動支援計画」を策定しました。

これらの方針や計画を踏まえ、区民全員が逃げ遅れない「誰ひとり取り残されない避難」を実現する
ための取組等を定めています。

変更
【風水害対策編第1部第1章Ｐ６、第2部第3章Ｐ５４～５９等】

図 大規模水害時の避難行動基本方針 図 荒川の氾濫を伴う大規模水害時の避難の考え方

分類 位置づけ

指定

石神井川の氾濫・
土砂災害

（台風･集中豪雨
・線状降水帯等）

荒川の氾濫
（超大型台風）

避
難
場
所

高台水害対応避難場所
 川の上流域を含めた広範囲で大雨が降るような大型台風の接近の
場合に、災害から身を守るために一時的な避難者の受け入れを行
う施設

―
○

（１９か所）

水害対応避難場所
 石神井川の氾濫や土砂災害の発生が予想される場合に、災害から
身を守るために一時的な避難者の受け入れを行う施設

○
（１２か所）

―

福
祉
避
難
所

高台水害対応避難場所
（福祉避難室）

 避難場所内の教室や畳のある部屋、保健室等に設ける、要配慮者
専用の避難スペース

―
○

（１９か所）

通所型
 特別な設備等がないと生活を送ることが困難な要配慮者のうち、
日頃から各施設に通所している障害児･者のための避難所

―
○

（５か所）

介護型
 特別な施設等がないと生活を送ることが困難な要配慮者のうち、
専門的なケアを要する要介護度が高い方のための避難所

―
○

（６か所）

補完型
 福祉避難所[通所型]及び[介護型]の定義には該当しない要配慮者で、
避難所での生活が困難な方のための避難所

―
○

（１５か所）

準補完型
 要配慮者利用施設としての機能を備えていないない、要配慮者利
用施設の避難確保計画の対象者の受入を目的とする避難所

―
○

（４か所）

垂直避難施設  切迫した水害の危険から逃れるため、一時的に緊急避難する施設 ○

避難所
 発災後、浸水などにより自宅では生活できない被災者が、一定の
期間、生活する場所

○ ○



（１） 改定の主な項目

③災害種別による避難対策・体制の明確化（震災）

❸ 地域防災計画 令和５年度改定にあたって

震災時の避難対策について、他自治体における災害事例や防災訓練の実施結果等を踏まえ、避難手順を
整理するとともに、色彩の調整、イラストの追加等を行い、「基本的な避難行動のイメージ」図を刷新
しました。また、区における震災時の各体制について、近年の組織改正等を反映するとともに、災対各
部の災害対応業務分掌を見直し、業務の円滑化・担当の明確化を図りました。

図 基本的な避難順序（北区防災地図、令和５年度改定）

変更
【震災対策編第２部第５章Ｐ１８３～１９５、第９章Ｐ３００等】

ポイント１
行動が視覚的に伝わるよう、
イラストを追加しました。

ポイント２
避難手順・工程数を整理し、
内容を簡略化しました。

【いっとき集合場所】とは……震災時、火災等の危険があるか把握するとともに、近隣住民の安否を確認するため、
町会自治会単位で集合する場所を指します。地域の実情に照らし、近隣の公園や空き
地など、比較的延焼の危険が少ない場所を町会自治会ごとに選定しています。

【避難所外避難】とは……震災時、混雑する避難所を避け、自宅や遠方の親戚宅等で生活を送る避難方式を指します。
自宅で避難生活を送ることを「在宅避難」、親戚や友人の家等で避難生活を送ることを「縁
故避難」と呼びます。

（在宅避難）

（在宅避難）
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（１） 改定の主な項目

③災害種別による避難対策・体制の明確化（風水害）

❸ 地域防災計画 令和５年度改定にあたって

風水害の類型に応じた避難の考え方を最新化しました。

また、風水害時における避難行動を広く区民に啓発するため、①風水害時における個人の避難行動を
時系列に整理した「マイ・タイムライン」の作成講座②各地域においてマイ・タイムラインを普及さ
せる「マイ・タイムライン普及リーダー」の育成講座を回際しています。

変更
【風水害対策編第２部第３章Ｐ５３等】

図 荒川の氾濫が想定されるときの避難の考え方 図 石神井川の氾濫・土砂災害が想定されるときの避難の考え方

図 マイ・タイムライン作成シート（令和5年7月改訂版）
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（１） 改定の主な項目

④多様性に配慮した防災対策

⑤感染症に対応した避難所運営等

写真 感染症対策初動物資セット

❸ 地域防災計画 令和５年度改定にあたって

区は、避難所管理運営委員会による多様性に関する悩みの相談窓口の設置・運営を支援するとともに、
車椅子のまま入ることが出来るマンホールトイレの導入、ハラル対応食の備蓄等、多様性に配慮した
避難所運営に必要な物資等の整備に努める。

変更
【震災対策編第２部第２部第９章Ｐ３１０、Ｐ３２０、Ｐ３２３～３２７、第８章Ｐ２８０、Ｐ２９２

等】

区は、平成３０(２０１８)年に、自主防災組織が避難所の開設を効率よく進められるよう、避難所開
設・運営の作業手順等を時系列に整理した避難所開設キットを導入するとともに、令和２(２０２０)年
に、避難所における感染症等の流行を防止するため、消毒液等を備えた感染症対策初動物資セットを
導入している。

新設
【震災対策編第２部第９章Ｐ３０８～３０９、Ｐ３２３～３２４等】

写真 避難所開設本部キット

区は、避難所の管理運営に携わる「女性リーダー」を育成するなど、女性の参画を推進するとともに、
男女のニーズの違い等、男女双方の視点等に配慮する。特に、女性専用の物干し場、更衣室、授乳室
の設置や生理用品、女性用下着の女性による配布、妊産婦世帯用のスペースの設置など、女性や子育
て家庭のニーズに配慮した避難所の運営に努める。

区は、自主防災組織等と連携して、避難所における女性や子供等に対する性暴力・DVの発生を防止す
るため、女性用と男性用のトイレの離れた場所への設置、トイレ・更衣室・入浴施設等の昼夜問わず
安心して使用できる場所への設置、照明の増設、注意喚起のためのポスターの掲載など、女性や子供
等の安全に配慮するよう努める。また、関係機関等と連携の下、女性警察官による巡回相談など、相
談体制の構築に努める。

(1)区では、避難所管理運営委員会内に、避難所生活における女性の悩みの早期解決を目的とした相談
窓口の設置・運営を支援するとともに、男女共同参画により避難所運営に携わる「女性リーダー」の
育成を図る。
(2) 区は、警察等と協力して、避難所等における女性相談員による巡回相談態勢を構築する。そのため、
平時から警察等と協議を図っておく。

【現行の計画文】

【修正後の計画文】

誰もが暮らしやすい避難所環境を実現するため、非常時に配慮が行き渡りづらい「女性、子ども、障
害のある方、外国人、性的少数者等」に対する具体的な支援の例を明記しました。
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（１） 改定の主な項目

⑥その他の災害対策・複合災害への対応

図 富士山防災マップ
（富士山火山広域防災対策基本方針）

❸ 地域防災計画 令和５年度改定にあたって

新設
【震災対策編第１部第４章、第２部第１４章】

富士山が大規模噴火した場合、北区内では、２cm程度の降灰が予
想されており、この降灰によって、①高圧線の漏電による停電②上
下水道の停止③公共交通機関の運行停止④通信障害⑤角膜剥離を
始めとした健康被害など、様々な影響が予想されています。

■富士山噴火対策

■複合災害

災害類型 想定される被害

地震 ＋ 風水害
・地震動や液状化により堤防や護岸施設が損傷した箇所から浸水被害が拡大
・避難所等を含む生活空間に浸水被害が発生

地震 ＋ 火山噴火
・救助活動や物資等の搬送、がれきの撤去などの応急対策や復旧作業が困難化
・火山灰が除去される前に地震が発生すると、降灰荷重により建物被害が激甚化

地震 ＋ 感染拡大
・避難所等で感染症や食中毒が発生した場合、避難者間で集団感染が発生
・救助活動や避難者の受入れ等で感染対策が必須となり、活動が長期化

火山噴火や大規模停電事故など、地震以外の災害に関する章を新設し、対応を定めました。また、複
数の災害が同時に発生する「複合災害」に関する章を新設し、課題の整理を行いました。

大正１２（１９２３）年９月に発生した関東大震災では、台風による強風の影響で火災の延焼による
被害の拡大が顕著となり、未曾有の大災害をもたらした。また、平成２３(２０１１)年３月に発生し
た東日本大震災では、大津波、原子力発電所事故など、複合災害に見舞われた。
近年では、令和２(２０２０)年７月豪雨が新型コロナウイルス感染拡大の最中で発生し、感染症対策
を踏まえた避難所運営や応援職員の受入れなど、感染症まん延下における災害対応を余儀なくされた。

こうした、同種あるいは異種の災害が同時または時間差をもって発生する複合災害が発生した場合、
被害の激化や広域化、長期化等が懸念されることから、こうした状況も念頭に置きながら、予防、応
急・復旧対策を実施する必要がある。

【被害想定で想定する主な複合災害】

類型 留意事項

共通事項
・複合災害に対する普及啓発を図り、自助・共助の取組を促進
・避難先のさらなる確保、在宅避難・自主避難など分散避難の推進 等

大規模自然災害＋
大規模自然災害

・先発災害から後発災害へのシームレスな対処計画の策定、受援応援体制の強化
・後発災害のリスクや被害状況等を踏まえた被災者の移送等の検討 等

感染症対策＋大規模災害
・災害ボランティアやエッセンシャルワーカーの行動制約下における体制の確保
・避難所における感染拡大による災害関連死抑止への対応 等

これらの複合災害に備えて留意すべき事項として…・・・・
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（２） その他

①レイアウト見直しによる検索性の改善等

修正前

修正後

北区地域防災計画の閲覧性や検索性を向上させるため、インデックスを追加するなど、レイアウトを
見直しました。

ポイント２
各章に関係する計画・マニュア
ル等を明記しました。

ポイント１
計画の視認性を向上するため、イン
デックスを追加し見出しを強調しま
した。

ポイント３
計画の検索性を向上するため、章冒
頭へ頁数を追加しました。

❸ 地域防災計画 令和５年度改定にあたって

※地域防災計画全体
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（２） その他

②地域防災力の向上
１）各種防災訓練

２）マンション防災対策

写真 自主防災組織等による防災訓練 写真 避難所開設訓練

❸ 地域防災計画 令和５年度改定にあたって

都や近隣自治体と連携を図ることにより、一斉帰宅抑制、安否確認、一時滞在施設の開設・誘導、要
配慮者の特別搬送、帰宅支援など帰宅困難者が発生した際に必要となる訓練を合同で実施する。

変更
【震災対策編第２部 第２章Ｐ５３～５７、第８章Ｐ２８２ 等】

写真 水防訓練 写真 総合防災訓練

区は、本章予防対策「１－２防災意識の啓発」に掲げる対策のほか、「マンション防災対策マニュア
ル」を策定し、マンション居住者がマンション特有の課題に取り組むよう、啓発を行う。

新設
【震災対策編第２部第２章Ｐ６２、Ｐ７６、第９章Ｐ３３１ 等】

従前から行ってきた区職員向け訓練・区民向け訓練を一層充実させるとともに、都や近隣自治体等と
合同で行う総合防災訓練など、大規模な訓練についても、引き続き実施してまいります。
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（２） その他

②地域防災力の向上
３）防災関連計画の体系図

大規模災害からの
復興に関する法律

災害対策基本法 国土強靱化基本法 水防法 土砂災害防止法

東京都震災復興
マニュアル

東京都震災復興
基本方針

東京都震災復興
計画

東京都帰宅困難者
対策条例

東京都帰宅困難者
対策実施計画

北区震災復興本部条例

北区震災復興マニュアル

北区震災復興基本方針

北区震災復興計画

防災基本計画

東京都国土強靱化地域計画

浸水区域の設定

土砂災害区域の設定

東京都水防計画

東京都北区地域防災計画

震災関連 風水害関連

北区業務継続計画
（地震編）

学校防災マニュアル

北区対策本部長の補佐機能運営
初動マニュアル

避難所運営マニュアル

北区帰宅困難者対策
基本方針

北区災害用備蓄・管理・供給計画

北区水防計画

東京都北区大規模水害を想定した
避難行動の基本方針

北区大規模水害避難行動支援計画

水害対応避難場所
職員行動マニュアル

北区基本構想

北区基本計画２０２０

北区都市計画マスタープラン

※１ 点線に囲われた計画等は
今後作成予定

※２ 二重線に囲われた計画等
は発災後に作成

国

北区業務継続計画
（風水害編）

北区災害廃棄物処理計画

東京都

北区

東京都北区耐震改修促進計画

首都直下地
震等による
被害想定

東京都地域防災計画

国民保護法

東京都国民保護計画

北区国民保護計画

東京都北区地域防災計画と法令・関連計画等との関係は、以下のとおりです。

❸ 地域防災計画 令和５年度改定にあたって

図 防災関連計画の体系図

福祉避難所運営
マニュアル

北区受援・応援計画

新設
【資料編 Ｐ●】

国土強靱化基本計画

北区国土強靱化地域計画
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